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ロ ン ドンにお ける分散政策

一 政策の効果と意味一

市 川 宏 雄
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1.は じ め に

現在,国 で首都機能移転の手続きがすすめられている。新都市に求められ

る基本的基準が示 された国会等移転調査会の最終報告書(1995年)で,移

転の主たる根拠 として政経分離の必要性が説かれている(第5章,77頁)。

これは,「アメ リカにおける首都ワシントンと世界都市 ニューヨークとの関

係や多くの州都がその州の経済中心都市ではないことにみ られるように,海

外においては,政 経分離 システムが現に特段の支障な'く機能 している(第7

章,88頁)」 という表現に示されているように,東 京に経済機能を残 し,政

治 ・行政機能を新都市に移そうというものであるが,実 は,ア メ リカの例が

世界のすべての国家に適合 しうるという拡大解釈をした誤解に基づいている。

地方政府の権限の強い連邦国家を引き合いにだして,中 央集権型の日本にあ
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てはめようとしているのである。

政経一体型の主要国の好例であるイギ リスの首都であるロンドン,あ るい

はフランスの首都であるパ リの場合,首 都の過密への対策には,政 府機関の

一部移転という政策で対応 してきており,今 回の日本のように,一 括移転と

いう政策を打ち出 したことはなかった。 これは,両 都市の国家における位置

づけの重要 さを認識 してのことであった。本稿では,そ の具体的事例として,

ロンドンで行われてきた分散政策の実際と,そ の効果と意味を考察する。

2.ロ ン ドンに と っての分散 政策

ロンドンにおける分散政策の歴史は古い。第二次大戦前の1940年 代に初

めて分散政策の考え方が示され,戦 時中は疎開という形で一時,政 府機関の

移転が行われたが,政 策 として具体的に実行に移されたのは,戦 後の50年

代,60年 代である。当初,移 転の対象 となったの は工場であ ったが,そ れ

が後には政府機関のオフィスにも拡げ られた。 それは世界の大都市の常であ

るように,ロ ンドンでも業務機能の需要の高まりとともに,第3次 産業が増

加 し,そ れに伴 うオフィス開発が顕著になり,過 密の弊害への対応が必要 と

なったためである。

こうした分散政策の目的は,実 は,首 都 ロンドンの過密対策だけではなく,

ロンドンが位置する南東地域 とそれ以外の地方との地域間格差の是正にもあっ

た。ロンドンと南東地域の関係は,ち ょうど東京 と関東地方の関係に似てお

り,関 東地方が首都 ・東京の趨勢 と一体であるように,ロ ンドンと南東地域

も同様の位置づけにある。

政府機関を移転 して遠隔地に新たな中核都市を作 ろうという試みは,移 転

対象 となる政府機関の職員の反対にあって,し ば しば頓挫 してきた。 しか し

ながら,ひ とたび経済が活況 となると,首 都 ロンドンにおける不動産経費の
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高騰,労 働市場の逼迫,職 員の流出などの問題が生 じ,自 ずと移転の機運が

高まったという事実が存在する。 また,鉄 道のアクセス時間の短縮,高 速道

路の建設,航 空機の増発などによる交通 アクセスの改善や,通 信手段の改良

によって,利 便性が高まることによっても移転が促進 されてきた。政府機関

の移転によって生み出される移転先地域への経済波及効果や中央政府との距

離短縮の効果は劇的ではないに しても,そ れに貢献するという意味での重要

性を考えれば十分に意味のあることであった。

すでに数千の政府関連のポス トがロンドンから移転 されている。 しか しな

が ら,新 たに移転する機関にとっては,ロ ンドンや南東地域などの高コス ト

地域か ら脱出することによるコス ト削減 というメ リットが生 じる一方で,今

度は移転先地域での賃金の上昇 と不動産価格の上昇を引き起 こすという新た

な問題が発生するという副次的影響を与えているのも事実である。

結局,分 散政策が意味を持ちえるのは,次 の2点 に集約 される。

・民間セクターの企業行動に影響を与える抑制 と誘導 という形態(例 えば,

1960年 代のオフィス立地指導局の存在)と ともに,豊 かな地域か ら貧

しい地域への政府機能の移転によって経済活動が活発化 され,地 域間格

差を是正するという国土政策に合致する。

・閣議決定であるために,省 庁の職員への印象が,地 域の振興に役立つと

いう点で意義があるとみなされ,ま た行政効率の評価にあたってのプラ

ス側面を もっとの点が受け入れ られやすい。

3.過 去の政府機関移転の経緯

1960年 代初頭に,政 府 は政府機関の移転に着手 した。 ギルバー ト・フレ

ミング卿による報告では,移 転によ ってメ リットが発生するということで

57,000人 の移転が提言 された。ただ し,そ れには,不 動産経費と人件費の削
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減 と同時 に,業 務遂行 に重大 な支障 が生 じない とい う条件 つ きであ った。

移転先 は,原 則 と して ロン ドンか らグラス ゴーまでの距 離を越 えない もの

と し,そ の範囲 の中で,ロ ン ドンに集 中 した政府機 関 と職 員をで きる限 り移

転 しよ うと した。残念 なが らフレ ミング卿 の提言 が,す べて実行に移 された

わけで はなか ったが,ロ ン ドンか らの政府機 関の地方 への分散 とい う意 味で

は,初 めて歴史 に残 るものとな った。 その結果,地 方 の主要都市 には政 府の

地方 ブ ロックのオ フィスが多数建設 される ことにな った。

1963年 か ら72年 までの10年 間 における ロ ン ドンか ら地方 へ の政府 ポ ス

トの移転 は22,500に 達 した。 移転先 とな った地域 は,伝 統 的 な産 業 が衰退

し,雇 用喪失 に悩 んできていたと ころばか りであ る。移転 された職務 の内容

表1CivicServicerelocationfromLondontotheregions,1963-88

Receivingregion

No.ofposts

relocated

1963-72

%

No.ofposts

created

1965-72

%

No.ofposts

createdor

relocated

1973-8E

%

SouthEast 6222 27.6 2,782 29.3 一 『

EastAnglia 1,192 53 一 一 780 6.7

SouthWest 692 3.1 640 6.7 420 3.6

WestMidlands 279 1.2 一 一 290 2.5

EastMidlands 211 0.9 535 5.6 一 一

Yorkshire&Humberside 783 3.5 一 一 2,337 20.1

NorthWest 4,17E 18.5 1,821 19.2 3,14E 27.0

North 3,112 13.8 265 2.8 470 4.0

Wales 1,174 5.2 1,652 17.4 818 7.0

Scotland 4,684 20.8 1,797 18.9 2,092 18.0

NorthernIreland 一 一 一 一 20 0.2

Various 一 一 一 一 1,264 10.9

Total 22,52E 100.0 9,492 100.C 11,636 100.0

Sources:Hardman,1973,HouseofCommons,1990,HMTreasury
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は,総 体的には高度な処理能力を必要 とは しない業務で,例 えば,通 常の経

理処理,年 金,統 計作業 といった内容が主 たるものである。(表1の 第1列

参照)

また,1965年 か ら72年 までの期間に,公 的セクターでの雇用は確実に上

昇 した。 これは,ロ ンドンからの業務機能が地方に移されたことによって,

移転先の政府事務所で9,500弱 の新たな雇用を誘発 したか らである。(表1

の第2列 参照)

政府機関が移転 した後の跡地は,民 間企業によってとって変 られた。 この

ように,分 散政策に基づいて行われた政府機関の移転は,結 果的に,民 間企

業の新たな算入を促進 し,そ れによって,新 たなオフィス雇用を生み,分 散

政策の目的の一つである集中の緩和にはそれほど役立たなかった。 こうした

状況は,特 に,早 い時期の移転で顕著であった。

イギ リスでは多 くの大企業(国 内,国 外を問わず)の 本社がロン ドンに集

中 し,し か も政府機能の存在を初めとして,弁 護士,専 門職,非 営利団体,

文化活動を行 う団体など様々な機能が集積 している。それによって典型的な

集中のメカニズムが有効 となる 「規模の経済」が活況を呈 している。その点

では,こ れはまさしくパ リのケースに類似 している。 これに対 し1ド イツで

中規模の都市がネットワークを組むことによって相互に機能を補完 している

のとは対照的である。そしてそのようなネットワークシステムがあるか らこ

そ,ボ ンは政府機能だけに特化 した小都市の首都としての存在が可能なので

ある。

分散政策をその次 に試みようとしたのは,70年 代初頭である。1973年,

王立憲法委員会によるレポー トが出され,中 央政府の多 くの機能を国内全体

に分散することが提唱され,同 じ頃に,1ハ ー ドマン報告が,そ の具体的な方

策を示 した。

ハー ドマ ンは,中 央政府のポストのうち,86,000が 分散の対象となると指
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摘 した。 しか しなが ら,最 終的 には,ロ ン ドンか らの移 転 すべ きポス トは

31,400へ と減ぜ られ た。地域 間均衡 という視点か らは,こ の分散 され るべ き

対象の発表 につ いての評価 は高か った ものの,そ の具体的 な実施 のメ リッ ト

は,実 は国家全体 での人 的資源の配分 とい う観点 よ りもコス ト削減 とい う側

面 にあ った。

では,ど のよ うな コス ト削減の効果が あ ったのか。 それは2っ に集約 され

る。

・オ フィス賃貸料の軽減

・人件 費の節約(な ぜ なら
,ロ ン ドンでの雇用 には,労 働者の負担す る高

い家賃 や通 勤費な どが上乗 せ されて高 いものにな るか らで ある)

分 散政策 はコ ミュニケーシ ョンコス トの側面か ら,業 務効率の上昇を促す

と判断 された。単 純集計作業 な どを行 う部 門において は,特 段の フェイス ・

トゥー ・フェイ スの コ ンタク トをあ まり必 要 と しな いので,ロ ン ドンか ら離

れた地域 への移転 がよい とされた。 これに対 して,よ り密な人間関係を持続

して維持 しなければな らない管理職 な どは,た とえ移転 す るに して も,ロ ン

ドンか ら近 いと ころがよ いと された。 その結 果,移 転 の対 象 とされた ポス ト

の4割 程度 について,南 東地域 の一 角への移転 が提示 された。

しか しなが ら,ハ ー ドマ ン報告 は,効 率性 と,ロ ン ドンか らの距 離 との関

係 にお いて逸話 的な レベルの ものと して捉 え られる ことにな る。

そ もそ もハ ー ドマ ン報告 においては,政 府機関 の移転 だけでな く,民 間の

大企業が利点 を得 る とい う視点 か ら,民 間企業 がどの くらいその立地 に こだ

わ るか'につ いて も分析 しよう としていたのであ った。 しか し,結 果 的に は,

そ の も くろみ は必 ず しも成 し遂 げ られなか った。 なぜ な ら,報 告 が既存 の諸

機 関の構成 の分析 に多 くの時間 を割 きす ぎ,移 転 によ って,ど のよ うな新 た

な効 果を生む のか の分析 にまで至 らなか ったか らである。

政府職員 の雇 用 は1970年 代 にロ ン ドン以外 のところで確実に増加 していっ
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た。 ただ し,南 東地域 では殆 ど増加 を見せなか った。1974年7月,政 府 は

26,500の ポ ス トの移 転 を決 め た。 さ らに,そ の後増 加 し,上 述 の よ うに

31,400に 数 字 は上げ られ た。1974年 か らの5年 間 で,実 際 に移転 が実 行 に

移 され始 めた。 ところが,1979年 の 統一選の後 に,経 済 が低 迷 し始 あた こ

と もあり,移 転 のス ピー ドが にぶ ることになる。 サ ッチ ャー政権による減税,

歳 出抑制,政 府 のス リム化,民 間産業育成 などの政策 は,す なわち政府業務

の再編成を 目指 した ものであ った。結 果的にそれまでの地方振興 政策 への関

心 は薄 れ,政 府機能 を縮小 す ることは分散政策の必要性 を失 わせることになっ

た。

不況 とい うこともあ り,70年 代 末 には,ロ ン ドンと他 の地 域 との オ フ ィ

ス賃貸料 の差 は縮小 した。 ロ ンドンと南東地域 にお ける労働 力不足の問題 は

深刻 でな くな り,む しろ失業 率が上昇 した。

この結果,移 転 の ス ピー ドはにぶ り,1979年 か ら1988年 ま で の10年 間

に ロ ンドンか らの移転 は5,000ポ ス トに止 ま った。但 し,移 転先 地 に おけ る

新 規の雇用 は6,000に 達 したため,1973年 か ら1988年 まで の15年 間 で見 て

み ると,ト ータルで12,000弱 の ポス トが移転 先地 域 に創 り出 された ことに

な る。(表1の 第3列 参照)

4.ビ ッグバ ン以後の新たな政策

「政府機関移転の次のステップ」と題 した報告が1988年 にだされた。 これ

は,1972年 のフル トン報告で指摘されなが らも実行 に至 らなか ったものに

対する新たな視点か らの分析 であ った。 具体 的には,ア イ ビス報告 書

(NAO,1989)に よって,政 府機能の新 しいあり方を,受 益者(ク ライアン

ト)の 役割 と供給者(プ ロバイダー)の 役割の視点から見出すことが提言さ

れた。その理由は,行 政サービスはより効率的かっ効果的になることを目的
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と して いたか らである。

行政 サー.ビスは受益者 の役割 を果 た しえ るよ うに,小 さな核 に再構成 され,

そ の核 は,一 定 の権限 を持 ったエージェ ンシー(独 立行政法人)と サー ビス

の供 給 につ いて の交渉 を行 うことが可能 となるべ き ものであ る。 そのため,

そ れぞれの エージェ ンシーは民間企業の よ うな運営が必要 となり,そ の結果,

組 織 と して 自立す ることにな る。 自立の好例 は,各 エー ジェンシーの給与体

系が,中 央政府の等級制 の給与 システムか ら切 り離 して決 める ことが可能 と

な ることであ った。 また,歩 合給 と奨励 ボーナスとい う仕組 の導入 も可能 と

な った。

1994年2月 に,新 たに94の エ ー ジェ ンシーが作 られた。 そ して,こ れ ら

のエー ジェ ンシーが英国 の公務 員の60%を 雇 うことにな った。 更 に21%が

エ ー ジェ ンシ ーへ 移行 す る ことが検討 され る こ とにな った。 その結 果,

585,000人 の公務員 の うち,450,000人 が ここで雇われ ることになったの で あ

る。(HC,・1993)

こ う したエー ジェ ンシーの設 立 はロン ドンか らの分 散政策 に寄与す ること

を目的 とした もので はなか ったが,結 果 か らみれば,各 エージェ ンシーが 自

ら組織運営上 の コス ト削減を 目指 し,賃 金,不 動 産 コス・トな どの安 い地域を

求 め,分 散政策 に寄与 す ることにな った。

具体 的数字 でみれば,1988年 時 点での本部の業 務部 門 の20,00(人 の ポ ス

トは,ブ リス トル,ベ ル ファス ト,ラ ンコー ン,リ ーズ,ニ ューポー ト,シ ェ

フ ィール ド,ミ.ッ ドラ ンズに移 ってい くことにな った。 政府機関の エージェ

ンシー化 は,ロ ン ドンか らの首都機能 の一部 移転 を,労 せず して行わせ るこ

ととな ったのであ る。

このよ うな移転 が起 きた中で,地 域的 にその受 け皿 と しての差異 が現 れて

はいるが,多 くの移転 を受 け入 れた地域 では,オ フィス環 境 と して良質 であ

ることと,移 転 した政 府諸機関 の雇用 に耐 えるだけの レベルの人材 を豊 富に
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供給 で きた ことが,そ の理 由 と して あげ られ る。

一方皮 肉な ことに
,政 府機 関の誘致 に成功 したと ころでは,誘 致 した政府

機 関への コス ト負担 で,逆 に地元経済 に悪影響 を及 ぼ しているケースがある。

リーズには,社 会厚生 サ ー ビス関係の機能が移転 して きた結果,そ のセ ンター

と しての役割 を担 うことにな ったので あるが,そ れ によ って その分野への雇

用 が集 中 して発生 したため,他 の地元産業 の足 を引張 ることにな って しま っ

たのであ る。

1988年 の8月,大 蔵省の小委員会 と公務員特別委員会 が,「 公共支 出 の情

報 公開報告書」(HMSO,1989)で,コ ス ト削 減 を生 み出 す こ とが 明 らかで

はない公務員 の分散政策 を,政 府 は積 極的 に進め るべ きで はないとの指摘 を

表2CivicServicerelocationfromtheSouthEast

tootherregions,19890nwards

Receivingregion

No.ofposts

relocated

1989-93

%

No.ofposts

created

1989-93

%

Planned

relocations
1994

0nwards,at

October'93

%

EastAnglia 295 2.1 ll 0.2 640 9.3

SouthWest 925 6.6 786 15.8 3,892 56.6

WestMidlands 607 4.3 1,666 33.6 108 1.6

EastMidlands 1,280 9.2 133 2.7 900 13.1

Yorkshire&Humberside 2,793 20.0 13 0.3 1,027 14.9

NorthWest 2,847 20.4 740 14.9 249 3.6

North 1,935 138 141 2.8 一 一

Wales 1,782 12.7 11 0.2 一 一

Scotland 994 7.1 767 15.5 60 0.9

NorthernIreland 515 3.7 650 13.1 皿 一

Various 6 0.04 45 0.9 6 0.1

Total 13,979 100.0 4,963 100.0 6,882 100.0

Source:HMTreasury
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している。

80年 代に入ってか らの経済状況の好転 もあ り,サ ッチ ャー首相の政策は

ロンドンとその周辺でのオフィス需要を喚起することになった。そのため,

都心部では金融センターであるシティに隣接する,広 大な ドック跡地である

ドックランドのプロジェクトが大規模に進められることになり,郊 外では,

環状のM25(関 東地方では圏央道に匹敵するもの)が 全線開通 し,そ の沿

道にいくつかのセンターが立地することとなった。

80年 代後半には,南 東地域の不動産価格が大幅 に上昇 し,公 的セクター

では人材の流出と雇用確保に悩まされることになる。

1988年 に,大 蔵省は南東地域からの政府機関の移転についての方針 を打

ち出した。1989年 か ら93年 までの間に約19,000の ポス トが域外に移転ない

しは再立地することになった。さらに,1994年 以降も7,000弱 のポス トの移

転が計画 されていた。(表2参 照)

ところが,1990年 代初頭に入って経済が低迷すると,域 外への移転の メ

リットが意味をもたな くなってくる。例えば,分 散が進行 していた88年 か

ら93年 の時点で,実 はロンFン のオフィス賃貸料は約三分の一 も低下 して

いたのに対 し,そ れ以外の英国の主要な地域では逆 に賃貸料は上昇 していた。

さらに,南 東地域における失業率は3.9%か ら10.2%へ と悪化 していったの

である。

政府機関の移転に対 しての評価は長期の時間を要するのに対 し,不 動産価

格は敏感に短期間で変動するという性質があり,両 者の間の適切な整合性を

見出すのは簡単ではない。

ロンドンの都市中心部では世界の トップレベルの国際的業務活動を担う一

方で,そ れ以外の業種についてはイギ リスの他の地域に比べて,高 い失業率

となるという矛盾をかかえることになるのである。

このことか ら分散政策の可否は業務の種別によって,そ の評価が異なるこ
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表30veralltrendsinofficedecentralisationfrom

CentralLondon,1964-1992

Year Numberofmoves Numberofjobs Averagesizeofmove

1964
'16

4,500 281

1965 24 6,650 277

1966 26 7,800 300

1967 27 9,200 341

1968 21 7,500 357

1969 26 6,000 231

・1970 23 6,100 265

1971
F

26 6,400 246

1972 27 4,800 178

1973 31 9,200 297

1974 33 9,200 279

1975 32
. 8,400 263

1976 26 7,350 283

1977 9 3,500 389

1978 11 5,700 518

1979 16 3,180 199

1980 is 2,350 235

1981 21 3,830 182

1982 15 3,600 240

1983 14 3,430 245

1984 15 2,725 182

1985 11 3,180 289

1986 16 5,675 355

1987 19 6,656 350

1988 24 5,743 239

1989 20 6,330 317

1990 34 11,380 335

1991 36 13,867 385

1992 23 10,938 476

Source:JonesLangWootton
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とを認 識 しなけれ ばな らない ことが分か るので あ る。 表3は,1964年 か ら

92年 までの民間企業,政 府機関 のセ ン『トラル ・ロ ン ドンか らの移転 の推 移

である。

5.分 散政策の意義

① 地域振興への影響

過去30年 にわたって,製 造業における雇用の減少は英国における就業構

造における大きな特徴であった。日本やアメリカを含む太平洋沿岸諸国,ヨ ー

ロッパ大陸か らの積極的な投資があったものの,こ うした製造業の雇用減少

の傾向は変 ってきていない。地域振興に効果があるという点では,製 造業の

立地よりも,商 業系サービス業による雇用の喚起に期待が寄せらている。特

に,電 気通信手段の向上は,今 まで交通アクセスが悪 く,不 利な状況におか

れていた地域にも,多 様なビジネスを生み出す可能性を持たせることになっ

た。その意味では,政 府機関の移転は,第3次 産業の育成に寄与 したという

点で,そ の流れに沿 ったものであったといえよう。

② グローバリゼーションの進展による競争の激化への対応

グローバ リゼーションの進展によって,英 国経済 は自由化と規模の縮小と

いう相反する2っ の側面をもっことになった。国内の投資が海外に流出 し始

あたため,必 然的に海外からの投資を誘致する必要性に迫 られることになっ

た。 ロンドンや南東地域から公的セクターを移転させることは,公 的セクター

における直接的な出費を減らす(す なわち,小 さな政府の実現)と ともに,

この地域における不動産と人材の民間セクターへの供給を容易にすることに

なる。結局,そ れは,海 外か らの投資の誘致に有利にはたらくことになる。

しかも海外の投資家にとって,ロ ンドンと南東地域はイギ リスの中で,プ ラ
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イオ リテ ィの最 も高 い場所 なので ある。

③ 公的セクターの立地選択の是非

公的セクターのサービスの供給は,例 えば,商 業,厚 生事業,あ るいは消

防や警察など直接的に住民の生活に関わるものであれば,人 口の集中 した地

域に立地 していないと意味がない。

これに対 して,業 務管理機能は,今 まで市街地密集地に近 く立地 してきた

が,必 ず しも,そ こに立地 しなければな らないという理由はないのである。

しか し立地 してきた理由を考えれば,基 盤施設の充実度,十 分な能力を もっ

た労働市場の存在などが,過 去の経緯を生んできたともいえよう。

受益者(ク ライアント)の 役割とサー ビス供給者の役割の相違は,異 なっ

た業務のタイプに空間的配置の多様性を生み出すことになった。

受益者の役割の典型 ともいえる高度な意思決定機関は,政 治家との密な接

触が必要であるため,中 央政府のあるところに位置 している必然性がある。

これに対 して,中 枢でない管理,経 理,調 達,監 察などの部署 は,す なわち

供給者の役割であるが,地 方に分散 しても大 きな支障はない。 この場合,公

的セクターの地方への分散は,結 果 として効率性が良 くなることも含めて,

効率を落 とす ことなく,受 け入れられることになる。 しか し,そ のためには

投入 と歳出のバランスシー トで評価 しなければならない。

・かか ったコス トの額の大小をみるのではなく,ア ウトプットの質と量も

評価されねばならない。

・・移転機関の単一の効果 としてみるのではなく,移 転によって生み出され

る行政サービス全体の効果を評価 しなければならない。

・コス トは,事 業者だけではなく,オ ポチュニティ・コス ト,す なわち,

国家にとっての資源利用や公共にとっての利益 といった幅広い概念で捉

えねばならない。
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特に,失 業率が高 く,資 源の有効利用が十分でない地域への移転について

は,こ うした社会雇用や利益が重要となってくる。 しか し,移 転によって何

らかの利益が出ることが予想はされるものの,現 実に社会費用の効果として

数字 にして表そうとすると,デ ータの有無や,そ もそも客観的な計測が簡単

には出来ないこともあって,明 確な信頼ある数値として表わすことは簡単で

はない。(HMTreasury,1991a)

④ 移転に伴うコス トの発生

移転の効果を短期的にみれば,賃 金の負担減少と不動産コス トの削減であ

るが,長 期的には,特 に職員の確保という点で意味がある。

但 し,移 転に伴 う短期的なコス トの負担の問題 もいくつかある。

・家族の問題などで移転に同意 しない職員に対 しての他部門への移動手続

き

・移転に伴 って持ち家が売却できないときの資金的援助

・移転に同意 しなか った職員の穴埋めについての現地採用

・移転の費用とともに,新 オフィスにおける新規家具事務用品の購入

・通信料金については政府通信網(GTN)に 加入す ることによって,長

距離通話のコス ト上昇の問題は起 きないが,人 の移動についてはロンド

ンまで往復する必要があるため交通費が増加

⑤ 効果 的な移転 とは

職員配置 につ いては,あ ま り公的 な報告書 では公 にされていないが,移 転

に伴 う職員 の最適 ポス トへの配置替 えがや りやす くなる ことがあげ られ る。

また,具 体 的な コス ト削減 については,40,000方 フ ィー トのスペースで従

業員規模200人 の企業 で は,仮 に ロン ドンか ら30～270kmの 地 点 に移 転 し

た場合 には,約30%の 不 動産 コス ト,人 件費,交 通費の節約が可能 とな り,
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270kmを 超 した地域 へ移転 した場合 は,節 約 された不動産 経 費 は,長 距 離

電話代 で相殺 されて しま う。(Marshalletal.,1991)

但 し,通 信費 は,業 務 や職 種の形態 によ って も異 な り,ま たe-mailや テ

レビ会議 などの手段 の普及 によ って,コ ス トの問題 は解決 されてい く可能性

は高 いといえ よ う。

6.お わ り に

政府機関の移転による首都機能の地方への分散政策は,地 域間格差の是正

に効果があったとの結論を得ることができる。なぜなら,そ れによって,そ

れまで衰退地域とされて活用されていなか った各種資源(人 的資源も含めて)

の再活用が行われることになったか らである。また集中が激 しい地域でのイ

ンフレ(各 種価格の高騰)を 抑えることの効果 も生み出 した。

さらに,移 転 した政府機関にとっても新たな人材の発掘により,組 織の活

性化を図ることになる副次的効果もあった。例えば,教 育のレベルでいえば,

スコットランド,ウ ェールズ,北 アイルランドにはロンドン中心部より高い

ところもあるからである。

いずれにしても,今 後 とも分散政策を維持するのであれば,ロ ンドンの経

済や労働市場における影響を,よ り詳細に分析する必要があろう。現実に,

ロンドンの失業率のレベルは,南 東地域や他の地域では下がりつつあるなか

で,依 然として高いままである。 こうした状況における愁眉の急の課題は,

現在ロンドンで政府機関に勤務する職員の住宅をどうするのかである。もし,

こうした人々が失業率の高い地域に住み続け,徐 々に自らに適応する職種の

数が減っていくのであれば,分 散政策はロンドンにさらなる失業を生みだす

結果となるであろう。

本稿は,ロ ンドン・リサーチ ・センターとの共同研究 「首都機能移転に関
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する海外事例研究」の成果の一部である。 ・
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